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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、営業収益は1,760億３千１百万円（前年同四半期

1,402億５千３百万円、前年同四半期比25.5％増）、営業利益は232億８千３百万円（前年同四半期132億７千１

百万円、前年同四半期比75.4％増）、経常利益は124億５百万円（前年同四半期74億２千４百万円、前年同四半

期比67.1％増）となりました。また、第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが「大手町タワ

ー」（東京都千代田区）や「中野セントラルパーク」（東京都中野区）の一部を譲渡したこと等により、固定

資産売却益等を特別利益として計上した結果、四半期純利益は826億２千９百万円（前年同四半期86億７千１百

万円、前年同四半期比852.9％増）となりました。

 

 なお、第１四半期連結会計期間から報告セグメントの区分を変更しており、前年同四半期の実績値について

は新セグメントに組み替えて表示しております。 

 各セグメントの業績は以下の通りであります。

 

① ビル等事業

 当第３四半期連結累計期間においては、前連結会計年度に東京不動産管理㈱を連結子会社としたこと、第１

四半期連結会計期間に「大手町タワー」（東京都千代田区）を保有する㈲東京プライムステージを営業者とす

る匿名組合等のＳＰＣを連結子会社としたこと並びに販売用不動産を売却したこと等により、前年同四半期比

で大幅な増収増益となりました。

 この結果、営業収益は874億６千４百万円（前年同四半期411億２千８百万円、前年同四半期比112.7％増）、

営業利益は226億６千９百万円（前年同四半期124億５千９百万円、前年同四半期比81.9％増)となりました。

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

ビル等賃貸
建物賃貸面積   440,709㎡

(うち転貸面積  125,969㎡)
23,795

建物賃貸面積   674,471㎡

(うち転貸面積  110,206㎡)
46,538

不動産売上 － － ６件 22,983

管理受託等 － 14,504 － 17,891

ＳＰＣ配当収益 － 2,828 － 50

営業収益計 － 41,128 － 87,464

営業利益 － 12,459 － 22,669
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② 住宅事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、住宅分譲で「Brillia City 横浜磯子」（横浜市磯子区）、

「Brillia 下丸子」（東京都大田区）、「Brillia 仙川」（東京都調布市）等を売上に計上しました。

 この結果、営業収益は614億１千８百万円（前年同四半期697億５千２百万円、前年同四半期比11.9％減）、

営業利益は30億６千５百万円（前年同四半期28億２千２百万円、前年同四半期比8.6％増）となりました。

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

住宅分譲 1,003戸 54,778 931戸 44,803

住宅賃貸
建物賃貸面積  163,831㎡

(うち転貸面積  45,228㎡)
4,935

建物賃貸面積  159,145㎡

(うち転貸面積  43,459㎡)
4,643

マンション管理受託 管理戸数     45,220戸 4,207 管理戸数     49,998戸 4,575

その他 － 5,830 － 7,395

営業収益計 － 69,752 － 61,418

営業利益 － 2,822 － 3,065

 

 

③ その他事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、不動産流通事業及び時間貸駐車場事業等において好調に推移しまし

たが、その他における海外事業で前連結会計年度に連結子会社の株式を売却したこと等により前年同四半期比

で減収となりました。なお、前連結会計年度にリフォーム事業を分割し、ビル等事業及び住宅事業に統合しま

した。

 この結果、営業収益は271億４千９百万円（前年同四半期293億７千３百万円、前年同四半期比7.6％減）、営

業利益は36億４百万円（前年同四半期34億３千２百万円、前年同四半期比5.0％増）となりました。

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

不動産流通事業 － 6,513 － 6,592

余暇事業 － 8,870 － 9,871

リフォーム事業 － 1,852 － －

時間貸駐車場事業 車室数      44,208室 9,277 車室数      46,633室 9,658

その他 － 2,858 － 1,027

営業収益計 － 29,373 － 27,149

営業利益 － 3,432 － 3,604

 

- 3 -

東京建物㈱ （8804）　平成26年12月期　第３四半期決算短信



（２）財政状態に関する説明

(資産)

 当第３四半期連結会計期間末における資産合計は１兆2,731億３千１百万円となり、前連結会計年度末比3,349

億６千９百万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有形固定資産の増加等によ

るものであります。

(負債)

 当第３四半期連結会計期間末における負債合計は9,722億１千９百万円となり、前連結会計年度末比2,963億３

千４百万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有利子負債の増加等によるもの

であります。なお、有利子負債残高（リース債務除く）は7,185億７千万円（前連結会計年度末比2,838億７百万

円の増加）となっております。

(純資産)

 当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は3,009億１千１百万円となり、前連結会計年度末比386億３

千５百万円の増加となりました。これは、四半期純利益のほか、ＳＰＣを連結子会社としたこと等によるもので

あります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 連結業績予想につきましては、住宅事業の利益率改善並びに営業外費用の圧縮等により、平成26年５月９日に

公表いたしました通期の業績予想から営業収益、営業利益、経常利益及び当期純利益が増加する見通しであるこ

とから、通期の業績予想を修正いたしました。

 詳細につきましては、本日（平成26年11月７日）に公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」を

ご参照ください。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号 平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22号 平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第20号 平成23年３月25日）を適用し、中野駅前開発特定目的会社、京橋開発特定目的会

社、新宿センタービル特定目的会社、名駅２丁目開発特定目的会社、㈲東京プライムステージを営業者とする匿

名組合等の特定目的会社７社及び匿名組合６社（以下総称して「連結対象ＳＰＣ」という。）を連結の範囲に含

めております。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号 平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22号 平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第20号 平成23年３月25日）を適用し、連結対象ＳＰＣを連結子会社としました。

 新たに連結子会社となる連結対象ＳＰＣへの会計基準等の適用については、「連結財務諸表に関する会計基

準」第44-４項（３）に定める経過的な扱いに従っており、適用初年度の期首において連結対象ＳＰＣに関する資

産、負債及び少数株主持分を連結財務諸表上の適正な帳簿価額により評価しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 52,272 65,159 

受取手形及び営業未収入金 19,678 5,440 

有価証券 － 9 

匿名組合出資金 6,875 － 

販売用不動産 39,653 31,036 

仕掛販売用不動産 31,395 44,396 

開発用不動産 30,174 43,050 

繰延税金資産 3,056 26,278 

その他 13,112 17,775 

貸倒引当金 △253 △223 

流動資産合計 195,964 232,923 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 206,536 346,499 

減価償却累計額 △97,054 △111,863 

建物及び構築物（純額） 109,482 234,636 

土地 290,863 493,461 

建設仮勘定 5,536 6,134 

その他 16,452 20,015 

減価償却累計額 △9,670 △11,122 

その他（純額） 6,782 8,893 

有形固定資産合計 412,666 743,124 

無形固定資産    

借地権 15,975 106,216 

その他 1,443 6,565 

無形固定資産合計 17,419 112,782 

投資その他の資産    

投資有価証券 235,254 120,063 

匿名組合出資金 52,918 9,225 

繰延税金資産 1,428 1,659 

敷金及び保証金 10,585 20,952 

その他 39,510 32,449 

貸倒引当金 △65 △50 

投資損失引当金 △27,520 － 

投資その他の資産合計 312,111 184,301 

固定資産合計 742,196 1,040,208 

資産合計 938,161 1,273,131 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 92,849 154,303 

1年内償還予定の社債 20,450 10,710 

未払金 9,598 3,649 

未払法人税等 5,313 11,332 

引当金 518 1,651 

不動産特定共同事業出資受入金 5,373 － 

その他 29,701 34,143 

流動負債合計 163,803 215,790 

固定負債    

社債 119,500 130,524 

長期借入金 197,635 419,495 

退職給付引当金 9,069 9,409 

その他の引当金 512 560 

繰延税金負債 33,990 25,646 

再評価に係る繰延税金負債 26,549 28,431 

受入敷金保証金 59,503 67,279 

不動産特定共同事業出資受入金 53,627 63,928 

その他 11,692 11,154 

固定負債合計 512,080 756,429 

負債合計 675,884 972,219 

純資産の部    

株主資本    

資本金 92,451 92,451 

資本剰余金 63,432 63,432 

利益剰余金 18,590 58,221 

自己株式 △2,375 △2,405 

株主資本合計 172,098 211,698 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 56,589 47,468 

繰延ヘッジ損益 △308 △305 

土地再評価差額金 16,161 19,232 

為替換算調整勘定 5,919 4,769 

その他の包括利益累計額合計 78,362 71,165 

少数株主持分 11,815 18,048 

純資産合計 262,276 300,911 

負債純資産合計 938,161 1,273,131 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業収益 140,253 176,031 

営業原価 109,197 134,574 

営業総利益 31,056 41,457 

販売費及び一般管理費 17,784 18,173 

営業利益 13,271 23,283 

営業外収益    

受取利息 26 17 

受取配当金 641 835 

持分法による投資利益 652 － 

その他 485 443 

営業外収益合計 1,806 1,296 

営業外費用    

支払利息 5,825 9,383 

持分法による投資損失 － 381 

不動産特定共同事業分配金 605 650 

その他 1,222 1,758 

営業外費用合計 7,652 12,175 

経常利益 7,424 12,405 

特別利益    

固定資産売却益 2,046 132,767 

投資有価証券売却益 180 － 

関係会社出資金売却益 － 1,846 

負ののれん発生益 2,251 7,163 

段階取得に係る差益 1,101 － 

受取補償金 90 88 

特別利益合計 5,671 141,866 

特別損失    

固定資産売却損 9 － 

固定資産除却損 58 81 

投資有価証券評価損 － 4,217 

事業譲渡損 177 － 

減損損失 220 567 

持分変動損失 － 754 

借入金繰上返済費用 － 5,139 

特別損失合計 465 10,760 

税金等調整前四半期純利益 12,630 143,512 

法人税、住民税及び事業税 2,071 30,321 

法人税等調整額 1,574 △18,738 

法人税等合計 3,646 11,583 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,983 131,928 

少数株主利益 312 49,299 

四半期純利益 8,671 82,629 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 8,983 131,928 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 37,991 △9,709 

繰延ヘッジ損益 103 3 

為替換算調整勘定 1,814 16 

持分法適用会社に対する持分相当額 2,885 △1,164 

その他の包括利益合計 42,794 △10,854 

四半期包括利益 51,778 121,074 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 50,253 72,361 

少数株主に係る四半期包括利益 1,524 48,712 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社としたことに

より、当第３四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1) 外部顧客への営業収益 41,128 69,752 29,373 － 140,253 

(2) セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
580 283 1,282 △2,146 － 

計 41,708 70,035 30,656 △2,146 140,253 

セグメント利益 12,459 2,822 3,432 △5,443 13,271 

（注）１．セグメント利益の調整額△5,443百万円には、セグメント間取引消去△53百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△5,389百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(重要な負ののれん発生益)

 ビル等事業セグメントにおいて、株式を追加取得したことにより、持分法適用関連会社であった東京不

動産管理㈱及び東京ビルサービス㈱が連結子会社となりました。当該事象により、当第３四半期連結累計

期間において負ののれん発生益2,251百万円を計上しております。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1) 外部顧客への営業収益 87,464 61,418 27,149 － 176,031 

(2) セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
627 235 2,606 △3,469 － 

計 88,091 61,653 29,756 △3,469 176,031 

セグメント利益 22,669 3,065 3,604 △6,055 23,283 

（注）１．セグメント利益の調整額△6,055百万円には、セグメント間取引消去△474百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△5,580百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社 

としたこと等により、セグメント資産が、ビル等セグメントで325,058百万円増加しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は「ビル等」、「住宅」、「不動産

流通」及び「その他」に区分しておりましたが、不動産流通セグメントの量的な重要性が低下したため、

第１四半期連結会計期間からその他セグメントに含めて記載する方法に変更しております。

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントに基づき作成しておりま

す。
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